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第６期末 貸借対照表 

（2020 年３月 31 日現在） 

（単位：千円）

金額 金額

流動資産 2,711,718 流動負債 247,014
現金及び預金 1,771,971 預り金 3,994
前払費用 20,013 未払金 44,352
未収委託者報酬 23,743 未払費用 317
未収運用受託報酬 277,334 未払法人税等 146,473
未収投資助言報酬 618,158 賞与引当金 51,765
未収収益 0 その他 110
その他 496 247,014

固定資産 252,335
有形固定資産 110,532 株主資本 2,717,039

建物 37,240 資本金 444,307
器具備品 69,419 資本剰余金 444,307
建設仮勘定 3,872 資本準備金 444,307

無形固定資産 50,707 利益剰余金 1,828,424
ソフトウェア 50,707 その他利益剰余金 1,828,424

投資その他の資産 91,096 繰越利益剰余金 1,828,424
長期差入保証金 65,222
繰延税金資産 25,873 2,717,039

2,964,053 2,964,053

科 目

（資産の部）

資産の部合計

純資産の部合計

負債及び純資産合計

科 目

（負債の部）

負債の部合計

（純資産の部）
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第６期 損益計算書 

（2019 年４月１日から 2020 年３月 31 日まで） 

（単位：千円）

内訳 合計

営業収益 1,987,851
委託者報酬 53,111
運用受託報酬 253,443
投資助言報酬 1,681,297

営業費用及び一般管理費 945,665
営業費用 383,791
一般管理費 561,874

営業利益 1,042,186
営業外収益 488

受取利息 20
その他 467

営業外費用 107
支払利息 107

経常利益 1,042,567
特別損失 8,307

固定資産除却損 7,659
リース資産除却損 648

税引前当期純利益 1,034,259
法人税、住民税及び事業税 319,631
法人税等調整額 △ 2,406
当期純利益 717,035

科  目
金額
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第６期 株主資本等変動計算書 
（2019 年４月１日から 2020 年３月 31 日まで） 

（単位：千円）

その他

利益剰余金

繰越

利益剰余金

当期首残高 444,307 444,307 444,307 - 1,967,850 1,967,850 2,856,465 2,856,465

当期変動額

剰余金の配当 △ 856,460 △ 856,460 △ 856,460 △ 856,460
当期純利益 717,035 717,035 717,035 717,035

当期変動額合計 - - - - △ 139,425 △ 139,425 △ 139,425 △ 139,425

当期末残高 444,307 444,307 444,307 - 1,828,424 1,828,424 2,717,039 2,717,039

純資産合計項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本

準備金

資本剰余金

合計

利益剰余金

合計
利益準備金
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[個別注記表] 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
1. 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く） 
 定率法を採用しております。ただし、建物、建物附属設備および構築物につい

ては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 
建  物   ２～50 年 
器具備品   ３～15 年 
 

（２） 無形固定資産（リース資産を除く） 
 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 
 
（３） リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 
2. 引当金の計上基準 

賞与引当金 
 従業員への賞与支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。 
 
3. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
（貸借対照表に関する注記） 
1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
2. 有形固定資産の減価償却累計額     19,952 千円 
3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権     1,999,918 千円 
短期金銭債務       2,029 千円 
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（損益計算書に関する注記） 
1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
2. 関係会社との取引高 

営業収益    347,698 千円 
営業費用及び一般管理費   22,592 千円 
営業取引以外の取引       14 千円 

 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
1. 発行済株式の種類および総数に関する事項 

（単位：株）

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
期末株式数

摘要

発行済株式 17,297 - - 17,297 -
 うち普通株式 17,297 - - 17,297 -  
 

2. 配当に関する事項 
（１） 配当金支払額 

決議日
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

（円）

１株あたり
配当額
（円）

基準日
効力

発生日

2019年６月24日
定時株主総会

普通
株式

利益
剰余金

856,460,955 49,515 2019年
３月31日

2019年
６月25日  

 
（２） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの 

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

（円）

１株あたり
配当額
（円）

基準日
効力

発生日

2020年６月26日
定時株主総会

普通
株式

利益
剰余金

717,029,838 41,454 2020年
３月31日

2020年
６月29日  

 
（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。なお、

当事業年度における繰延税金負債については、発生はありません。 
繰延税金資産 
賞与引当金          15,850 千円 
未払金             612 千円 
未払事業税     7,917 千円 
投資顧問業協会入会金   191 千円 
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投資信託協会入会金   1,301 千円 
繰延税金資産合計   25,873 千円 
繰延税金負債合計    - 千円 
繰延税金資産の純額    25,873 千円 

 
（金融商品に関する注記） 
1. 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金に限定しております。 
 
2. 金融商品の時価等に関する事項 

2020年３月 31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりであります。 

（単位：千円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

現金及び預金 1,771,971 1,771,971 -
未収委託者報酬 23,743 23,743 -

未収運用受託報酬 277,334 277,334 -
未収投資助言報酬 618,158 618,158 -

資産計 2,691,206 2,691,206 -
未払法人税等 146,473 146,473 -

負債計 146,473 146,473 -  
 
（注）金融商品の時価算定方法 

資 産 
(1) 現金及び預金 

これらは全て満期のない預金であり、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。 
(2) 未収委託者報酬 

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 
(3) 未収運用受託報酬 

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 
(4) 未収投資助言報酬 

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 
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負 債 
(1) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 
 
（関連当事者との取引に関する注記） 
1. 親法人および法人主要株主等 

（単位：千円）

属性 会社名
議決権の所有
（被所有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
（注1）

取引金額
（注2）

科目 期末残高

親法人 農林中央金庫

被所有
直接64.75%
間接27.75%

投資一任取引の
受任等

運用受託
報酬受領

253,443 未収運用
受託報酬

277,334

親法人 農林中央金庫

被所有
直接64.75%
間接27.75%

投資助言取引の
受任等

投資助言
報酬受領

94,255 未収投資
助言報酬

-

 
（注１）関連当事者との価格その他の取引条件について、一般取引条件を勘案し決定して

おります。 
（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 
 
2. 兄弟会社等 

（単位：千円）

属性 会社名
議決権の所有
（被所有）割合

（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
（注1）

取引金額
（注2）

科目 期末残高

同一の親会社
をもつ会社

農林中金全共
連アセットマネ
ジメント㈱

- 投資助言取引の
受任等

投資助言
報酬受領

476,044 未収投資
助言報酬

179,619
 

（注１）関連当事者との価格その他の取引条件について、一般取引条件を勘案し決定して

おります。 
（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 
 
（１株当たり情報に関する注記） 
  １株当たり純資産        157,081 円 53 銭 
  １株当たり当期純利益       41,454 円 30 銭 
 
（その他の注記） 
1. 資産除去債務に関する注記 

 本社は、建物賃貸借契約に基づき使用する建物等において、退去時における原状回

復に係る債務を有しております。当該賃貸借契約については、敷金が資産計上されて



8 
 

おりますので、「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」第 9 項及び第 15 項に基

づき、資産除去債務の負債計上及びこれに対応する除去費用の資産計上に代えて、原

状回復に係る費用を敷金の回収が見込めない金額として合理的に見積もり、そのうち

当事業年度の負担に属する金額を費用に計上しております。 
 

以 上 


